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報告年度

平成29年度

平成25年度 うるま市 兼箇段地区 －

平成25年度 石垣市 大浜地区

・経営面積の拡大については、目標年度の実績で620aとな
り、達成状況は171.4%となっている。
・耕作放棄地の解消については、目標を達成出来ていな
い。地域の農業者等への農地情報の収集、市農業委員会と
連携して農地の選定やマッチング等を行ない、耕作放棄地
解消に向けて取り組むよう指導した。

平成26年度 うるま市 宮城島地区 －

平成26年度 与那国町 与那国地区 －

平成27年度 大宜味村 大宜味地区

・経営規模の拡大については、計画が達成された。
・農産物の高付加価値化については、オクラレルカの葉に
斑点症状が発生し、出荷量が大幅に減少したため計画達成
できなかった(達成状況10.2%）。普及センター等専門機関
と連携して原因を特定し、適切な対策を取るよう指導し
た。

平成27年度 うるま市 石川地区

・農産物の高付加価値化については、花卉において新規品
目を導入し、目標を達成している。
・雇用については目標未達成であるが、現在特定の方と交
渉し、雇用契約締結を図っている。雇用契約に至らなかっ
た場合は、現臨時雇用者との雇用契約の見直し、またはJA
の農作業人材サポートを活用する等新規雇用の創出を図
り、常時雇用者を創出するよう指導した。

平成28年度 国頭村 国頭村地区 －

平成28年度 大宜味村 大宜味村地区 －

平成28年度 本部町 本部町地区 －

平成28年度 八重瀬町 八重瀬町地区 －

（注）１

　２

　３ 　目標年度を超えて継続して評価を実施する場合も、同様とする。

　都道府県知事は、本様式を地方農政局長へ報告する際、事業実施主体から提出された報告書に
添付するものとする。

　成果目標等が未達成であり、事業実施主体に対して指導を行った地区の場合は、所見(評価)と
合わせて指導内容を記入し、目標等が達成している地区の場合は「―」を記入する。
　なお、目標年度において目標を達成していない場合は、事業実施主体に対する指導内容等の記
載を必須とする。
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